
１．離島対策支援事業 ２．不法投棄等対策支援事業 　　　｢資料３　別紙３」参照

・ ２１年９月に都道府県及び保健所設置市に対し行なった調査に基づき、実施予定を確認したところ、
１）全体概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「資料３　別紙１-１、１-２」参照 ２２年度中の計画は無いことから、出えん申請をしないこととしたい。

・ ２２年度は前年度同様、実質上すべての事業ニーズがある１１７市町村で本事業が実施されることとなる。

保有台数構成比９９．９％。要請を必要としないのは１５市町*１（２市町が新たに要請を見送り）。 ・ ただし、年度途中で緊急を要する事案が発生した場合には、離島対策等検討会及び

資金管理業務諮問委員会にて審議・承認を得たうえ、補正予算で対応することとしたい。
２）出えん計画

・ 昨年度に引続き発生予定台数の精度向上に向け市町村と調整を行なった結果、
７５市町村（増１１・減６４/構成比６４％）／１１７市町村が発生予定台数を見直し、

来年度は、本年度より約３．４千台（前年比約９％）削減され、約３４千台、１７２百万円の計画となる。

・ 各市町村において、より実態に近い事業規模を把握しつつあり、概ね事業規模が固まってきている。
また、関係者の理解も促進され燃料油価格が再び上昇傾向にあるものの、輸送単価については１百円の減額。

３．特定再資源化預託金等からの出えんについて
・ ２２年度の離島対策支援事業要請額は１７２百万円（Ａ）、不法投棄等対策支援事業の計画は無し（Ｂ）。

本紙及び別紙１-１、１-２、２、３にて要請内容を審議いただき、承認後、離島対策支援事業の要請市町村に対し、
事業決定の通知を行いたい。

・ また、特定再資源化預託金等からの出えん額（Ｆ）は、前期からの繰越金（Ｅ）を試算のうえ、
次回３月開催予定の第３３回資金管理業務諮問委員会にて審議いただくこととしたい。

*１：要請を必要としない１５市町の詳細（前年度より２市町増：玉野市、新宮町）

４．今後の予定
：自治体実施業務

３）協力要請書審査結果　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　「資料３　別紙２」参照
・ 全要請書（１１７市町村）について審査を実施し、要請内容の妥当性を確認。

鉄スクラップ市況変動の影響により、運用の見直しを実施した市町村もあったが事前の相談・調整にて
適切なレベルで受付けた。

・ 事業開始後５年を経過し、計画書の精度が向上しており、確認・調整を要した市町村はゼロ。

平成２２年度 離島対策等支援事業資金出えん計画（案） 資料３

（単位）
１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度

要請市町村数
（対象市町村数：１３２）

（市町村）

１１９ １２１ １２０ １１９ １１７ ９８％

保有台数構成比
（％）

９９．７ ９９．９ ９９．９ ９９．９ ９９．９ １００％

発生予定台数（Ａ）
（台）

６３，５９３ ４３，８１０ ３８，７１７ ３７，３６０ ３３，９８０ ９１％

申請台数（Ｂ）
（台）

２１，４１９ ２５，１２０ ２３，２２２   －

支援事業費総額
（要請予定額+予備費５％）

（千円）

３０９，３７７ ２１２，０１９ １８８，０７０ １９２，３０７ １７１，６１９ ８９％

申請金額
（千円）

９４，５４０ １０８，１２８ １０１，１４１ －   －

　（千円）

予定 ５．８ ５．８ ５．８ 　　　　６．１ 　　　　６．０ ９８％

　（千円）

実績 ５．８ ５．８ ５．４ －   －

申請率（Ｂ／Ａ）
（％）

３４ ５７ ６０ －   －－

台当たり輸送単価

実績

－

－

前年比
（２２年度／

２１年度）

－ －

計画

要請市町村数 １１９ １２１ １２０ １１９ １１７

要確認市町村数 　１８ 　５ ９ １ ０

構成比 １５．１ ％ ４．１ ％ ７．５ ％ ０．８ ％ ０．０ ％

２２年度２１年度１８年度 １９年度 ２０年度

[単位：百万円]

離島対策支援事業（Ａ） １７２

不法投棄等対策支援事業（Ｂ） ０

出えん業務運営費見込額（Ｃ）

２２年度（計画）

内
　
訳

今回の審議対象

２２年３月審議
業務運営必要見込額（Ｄ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

前期からの繰越金見込額（Ｅ）

出えん額（Ｆ＝Ｄ－Ｅ）

今回
対象外

【参考】アンケート結果 下段（　　）は構成比

　　               　                      　555事案  7,440台
　　（うち100台以上の大規模事案　15事案  2,134台）　

不法投棄または不適正保管事案有無対象自治体数

１１３
（１００％）

事業実施予定の有無

   　０（　　０％）有

　　事案無　　　７８自治体　（６９％）

無  ３５（１００％）

　　事案有　　　３５自治体　（３１％）

共通 離島対策支援事業

　　　第１６回離島対策等検討会

　　　第３２回資金管理業務諮問委員会 協力資金出えん予定連絡書送付

　　　第３３回資金管理業務諮問委員会

下旬 　　　第４１回理事会

　　　第１７回離島対策等検討会

下旬 　　　第３５回資金管理業務諮問委員会

協力資金出えん申請書提出
（四半期毎：８月・１１月・２月・３月）

日付

（２２年度中）

  ２１年 １２月 　３日

　８日

２２年　３月　中旬

　６月　中旬

島内に車両無し（島内に道路無し） （８市町）

平生町、光市（山口県）、阿南市、牟岐町（徳島県）

志摩町（福岡県）、上天草市（熊本県）

串間市（宮崎県）、出水市（鹿児島県）

輸送費が安く、費用対効果が低い （１市） 福山市（広島県）

同判断を継続：田布施町、周防大島町（山口県）、日南市（宮崎県）、岡山市（岡山県）  

２２年度は発生しないと判断：玉野市（岡山県）、新宮町（福岡県）
使用済自動車が発生しないと自治体が判断 （６市町）
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